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2025 年 12 月 25 日 一部改正 
2025 年 7 月 30 日 技術委員会 審議 
2025 年 12 月 19 日 国土交通大臣 認可 

 

高マンガンオーステナイト鋼の適用 

改正対象 
鋼船規則 GF 編，N 編 
船用材料・機器等の承認及び認定要領 

改正理由 
2022 年 11 月に開催された第 106 回海上安全委員会（MSC 106）において，IGF コ

ード及び IGC コードに高マンガンオーステナイト鋼に関する要件を取り入れる改

正が決議 MSC 523(106)及び決議 524(106)として採択された。当該鋼材はニッケル

鋼と同等のタンク用材料として期待される鋼材であり，当該決議の発効日である

2026 年 1 月 1 日以降，条約上で使用が認められることとなる。 
 
高マンガンオーステナイト鋼の諸特性及びそれらを確認するための承認試験や出

荷時の試験要件については，上記の決議より参照される MSC.1/Circ.1599/Rev.3 に

規定されている。 
 
今般，決議 MSC 523(106)，決議 MSC 524(106)及び MSC.1/Circ.1599/Rev.3 に基づき，

関連規定を改める。 

改正内容 
主な改正内容は次のとおり。 
(1) 規則 GF 編及び規則 N 編において使用が認められる金属材料に，高マンガンオ

ーステナイト鋼を明記する。 
(2) 規則 N 編附属書 6.4.1-1.として，MSC.1/Circ.1599 の要件を規定する。 
(3) 船用材料・機器等の承認及び認定要領に規定する MSC.1/Circ.1599 を参照する

要件を，規則 N 編附属書 6.4.1-1.中の関連要件を参照するよう改める。 

施行及び適用 
2026 年 1 月 1 日から施行 

 
 
 
 

ID:DH24-10規則の節･条タイトルの末尾に付けられ

たアスタリスク (*) は，その規則に対応

する要領があることを示しております。 
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鋼船規則 GF 編 低引火点燃料船 鋼船規則 GF 編 低引火点燃料船  

7 章 材料及び燃料管装置 7 章 材料及び燃料管装置  

7.4 材料に関する要件（IGFコード 7.4 関連） 7.4 材料に関する要件（IGFコード 7.4 関連）  

7.4.1 金属材料* 7.4.1 金属材料* 
 

-1. 燃料格納設備及び燃料管装置の材料は，次の表に

定める要件に適合したものでなければならない。 
(1) 表 GF7.1：設計温度が 0℃以上の燃料タンク又は

プロセス用圧力容器用の板，管（継目無及び溶

接），形材及び鍛造品 
(2) 表 GF7.2：設計温度が 0℃より低く-55℃までの

燃料タンク，プロセス用圧力容器及び二次防壁

用の板，形材及び鍛造品 
(3) 表 GF7.3：設計温度が-55℃より低く-165℃まで

の燃料タンク又はプロセス用圧力容器及び二次

防壁用の板，形材及び鍛造品 
(4) 表 GF7.4：設計温度が 0℃より低く-165℃までの

燃料用及びプロセス用管装置のための管（継目

無及び溶接），鍛造品及び鋳造品 
(5) 表 GF7.5：6.4.13-1.(1)(b)により要求される船体構

造用の板及び形材 
(6) 設計温度が 0℃以上の燃料用及びプロセス用管

装置のための鋳造品については，本会の適当と

認めるところによる。 

-1. 燃料格納設備及び燃料管装置の材料は，次の表に

定める要件に適合したものでなければならない。 
(1) 表 GF7.1：設計温度が 0℃以上の燃料タンク又は

プロセス用圧力容器用の板，管（継目無及び溶

接），形材及び鍛造品 
(2) 表 GF7.2：設計温度が 0℃より低く-55℃までの

燃料タンク，プロセス用圧力容器及び二次防壁

用の板，形材及び鍛造品 
(3) 表 GF7.3：設計温度が-55℃より低く-165℃まで

の燃料タンク又はプロセス用圧力容器及び二次

防壁用の板，形材及び鍛造品 
(4) 表 GF7.4：設計温度が 0℃より低く-165℃までの

燃料用及びプロセス用管装置のための管（継目

無及び溶接），鍛造品及び鋳造品 
(5) 表 GF7.5：6.4.13-1.(1)(b)により要求される船体構

造用の板及び形材 
(6) 設計温度が 0℃以上の燃料用及びプロセス用管

装置のための鋳造品については，本会の適当と

認めるところによる。 

 



  

「高マンガンオーステナイト鋼の適用」 新旧対照表 
新 旧 備考 

 

3/27 

-2. 燃料タンク内部の管装置を除き，融点が 925℃よ

り低い材料は，管装置に使用してはならない。 
-2. 燃料タンク内部の管装置を除き，融点が 925℃よ

り低い材料は，管装置に使用してはならない。 

 

-3. CNG タンクについては，本会は上記の規定に含

まれない材料の使用を特別に考慮することがある。 
-3. CNG タンクについては，本会は上記の規定に含

まれない材料の使用を特別に考慮することがある。 

 

-4. 内管に高圧ガスを含む 2 重管の外管又はダクト

は，必要に応じて，表 GF7.4 に示される管材料の要件に

適合しなければならない。 

-4. 内管に高圧ガスを含む 2 重管の外管又はダクト

は，必要に応じて，表 GF7.4 に示される管材料の要件に

適合しなければならない。 

 

-5. 内管に液化ガス燃料を含む2重管の外管又はダク

トは，表 GF7.4 に示される最低設計温度が-165℃の管材

料の要件に適合しなければならない。 

-5. 内管に液化ガス燃料を含む2重管の外管又はダク

トは，表 GF7.4 に示される最低設計温度が-165℃の管材

料の要件に適合しなければならない。 

 

-6. 本章に規定する金属材料にあっては，K 編 1.1.1-
2.の規定に従い，本章の規定によるほか K 編の関連規定

に適合しなければならない。 
-7. 前-1.(2)から(4)に示す材料については，規定する

設計温度より高い温度環境下での使用を認める場合が

ある。 

-6. 本章に規定する金属材料にあっては，K 編 1.1.1-
2.の規定に従い，本章の規定によるほか K 編の関連規定

に適合しなければならない。 
-7. 前-1.(2)から(4)に示す材料については，規定する

設計温度より高い温度環境下での使用を認める場合が

ある。 

 

7.4.2 表示 7.4.2 表示 
 

-1. 規定の試験に合格した鋼材の表示は，K 編による

ほか，衝撃試験が要求される鋼材には，材料記号の末尾

に衝撃試験温度と「T」を付す。（表示例：KL33-50T，0℃
の場合は-0T とする。） 

規定の試験に合格した鋼材の表示は，K 編によるほ

か，衝撃試験が要求される鋼材には，材料記号の末尾に

衝撃試験温度と「T」を付す。（表示例：KL33-50T，0℃
の場合は-0T とする。） 

 

 

-2. 前-1.に加え，製造法承認時の試験において，N 編

附属書 6.4.1-1.の規定に従いアンモニア適合性腐食試験

を実施し，アンモニア環境への適合性を確認した高マン

ガンオーステナイト鋼には，材料記号の末尾に「A」を

付す。（表示例：KHMA400-196T-A） 
 

（新規） アンモニア耐食性が

確認された鋼板は材

料記号により識別す

る旨規定 
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表 GF7.3 設計温度が-55℃より低く，-165℃(2)までの燃料タンク，二次防壁及び 
プロセス用圧力容器用の板，形材及び鍛造品(1)。ただし，最大厚さ 25 mm(3),(4)とする。 

 

注 

(1) 限界で使用する鍛造品の衝撃試験の規定は，本会の適当と認めるところによる。 

(2) 設計温度が-165℃より低い場合の要件は，特別に本会の承認を得なければならない。 

(3) 厚さが 25 mm を超える 1.5%𝑁௜ , 2.25%𝑁௜ , 3.5%𝑁௜ 及び 5%𝑁௜鋼については，衝撃試験を次のように実施しなければならない。 

材厚（mm） 試験温度（℃） 

25 ൏ 𝑡 ൑ 30 設計温度より 10℃低い温度 

30 ൏ 𝑡 ൑ 35 設計温度より 15℃低い温度 

35 ൏ 𝑡 ൑ 40 設計温度より 20℃低い温度 

40 ൏ 𝑡 ൑ 45 設計温度より 25℃低い温度 

最低設計 
温度（℃） 

化学成分(5)及び熱処理 衝撃試験温度

（℃） 

-60 1.5%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し，焼入れ焼戻し又

は TMCP(6) 
-65 

-65 2.25%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し，焼入れ焼戻し又

は TMCP(6),(7) 
-70 

-90 3.5%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し，焼入れ焼戻し又

は TMCP(6),(7) 
-95 

-105 5%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し又は焼入れ焼戻し 

(6),(7),(8) 
-110 

-165 9%ニッケル鋼 - 2 回焼ならし後焼戻し又は焼入れ焼戻し(6) -196 

-165 オーステナイト系ステンレス鋼 
 - 例，304，304L，316，316L，321 及び 347 タイプ，固溶化処理(9) 

-196 

-165 高マンガンオーステナイト鋼 - 熱間圧延及び制御冷却(11),(12) -196 

-165 アルミニウム合金(10) - 例，5083 タイプ 焼なまし 要求せず 

-165 オーステナイト𝐹௘-𝑁௜合金（36%ニッケル鋼） 
承認された熱処理 

要求せず 

引張及び衝撃試験要件 
試験頻度: 
板 
形材及び鍛造品 

ピースごとに試験 
ロットごとに試験 

じん性（V ノッチシャルピー衝撃試験）： 
板 
形材及び鍛造品 

横方向試験片，最小平均吸収エネルギー値（KV）27J 
縦方向試験片，最小平均吸収エネルギー値（KV）41J 

決議 MSC 524(106) 
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45 ൏ 𝑡 ൑ 50 設計温度より 30℃低い温度 

 いかなる場合にも，試験温度は，表 GF7.3 に示す温度よりも高いものであってはならない。 

 最小平均吸収エネルギー値は，試験片の寸法に応じて，表に定められた値以上としなければならない。厚さ 40 mm 以上の材料については，最小平均吸収

エネルギー値を特に考慮しなければならない。 

 厚さが 40 mm を超える場合，V ノッチシャルピー試験片は 16.2.2-2.の規定に加え，鋼材の表面から厚さの 1/2 の箇所と試験片の中心線とが一致するよう

に採取しなければならない。 

(4) 厚さ 25 mm を超える，9%𝑁௜鋼，高マンガンオーステナイト鋼，オーステナイト系ステンレス鋼及びアルミニウム合金の使用については，本会の適当と

認めるところによる。 

(5) 化学成分は，本会が適当と認める基準に従ったものでなければならない。 

(6) TMCP により製造された𝑁௜鋼は本会の適当と認めるところによる。 

(7) 焼入れ焼戻し鋼は，特に本会の承認を得て，さらに低い設計温度に対して使用することができる。 

(8) 特別な熱処理をした5%𝑁௜鋼（例えば 3 回熱処理したもの）は，衝撃試験を-196℃で行う場合に限り，本会の特別な承認を得て-165℃までの設計温度に対

して使用することができる。 

(9) 衝撃試験は，本会の承認を得て省略することができる。 

(10) 5083 タイプ以外のアルミニウム合金については，じん性を確認するための試験を要求することがある。 

(11) 高マンガンオーステナイト鋼については，N 編附属書 6.4.1-1.に定める基準に適合しなければならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(12) 高マンガンオーステナイト鋼については，衝撃試験を省略することはできない。  
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鋼船規則 N 編 液化ガスばら積船 鋼船規則 N 編 液化ガスばら積船  

6 章 構造材料及び品質管理 6 章 構造材料及び品質管理  

6.4 金属材料に関する要件（IGCコード 6.4 関連） 6.4 金属材料に関する要件（IGCコード 6.4 関連）  

6.4.1 金属材料に関する一般規定* 6.4.1 金属材料に関する一般規定* 
 

-1. 材料の適用は次による。 
(1) 表 N6.1：設計温度が 0℃以上の貨物タンク又は

プロセス用圧力容器用の板，管（継目無及び溶

接），形材及び鍛造品 
(2) 表 N6.2：設計温度が 0℃より低く-55℃までの貨

物タンク，プロセス用圧力容器及び二次防壁用

の板，形材及び鍛造品 
(3) 表 N6.3：設計温度が-55℃より低く-165℃までの

貨物タンク又はプロセス用圧力容器及び二次防

壁用の板，形材及び鍛造品 
(4) 表 N6.4：設計温度が 0℃より低く-165℃までの貨

物用及びプロセス用管装置のための管（継目無

及び溶接），鍛造品及び鋳造品 
(5) 表 N6.5：4.19.1-2.及び 4.19.1-3.により要求される

船体構造用の板及び形材 
(6) 設計温度が 0℃以上の貨物用及びプロセス用管

装置のための鋳造品については，本会の適当と

認めるところによる。 

-1. 材料の適用は次による。 
(1) 表 N6.1：設計温度が 0℃以上の貨物タンク又は

プロセス用圧力容器用の板，管（継目無及び溶

接），形材及び鍛造品 
(2) 表 N6.2：設計温度が 0℃より低く-55℃までの貨

物タンク，プロセス用圧力容器及び二次防壁用

の板，形材及び鍛造品 
(3) 表 N6.3：設計温度が-55℃より低く-165℃までの

貨物タンク又はプロセス用圧力容器及び二次防

壁用の板，形材及び鍛造品 
(4) 表 N6.4：設計温度が 0℃より低く-165℃までの貨

物用及びプロセス用管装置のための管（継目無

及び溶接），鍛造品及び鋳造品 
(5) 表 N6.5：4.19.1-2.及び 4.19.1-3.により要求される

船体構造用の板及び形材 
(6) 設計温度が 0℃以上の貨物用及びプロセス用管

装置のための鋳造品については，本会の適当と

認めるところによる。 

 

-2. 本章に規定する金属材料にあっては，K 編 1.1.1- -2. 本章に規定する金属材料にあっては，K 編 1.1.1-  
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2.の規定に従い，本章の規定によるほか K 編の関連規定

に適合しなければならない。 
-3. 前-1.(2)から(4)に示す材料については，規定する

設計温度より高い温度環境下での使用を認める場合が

ある。 

2.の規定に従い，本章の規定によるほか K 編の関連規定

に適合しなければならない。 
-3. 前-1.(2)から(4)に示す材料については，規定する

設計温度より高い温度環境下での使用を認める場合が

ある。 

6.4.2 表示 6.4.2 表示 
 

-1. 規定の試験に合格した鋼材の表示は，K 編による

ほか，衝撃試験が要求される鋼材には，材料記号の末尾

に衝撃試験温度と「T」を付す。（表示例：KL33-50T，0℃
の場合は-0T とする。） 

規定の試験に合格した鋼材の表示は，K 編によるほ

か，衝撃試験が要求される鋼材には，材料記号の末尾に

衝撃試験温度と「T」を付す。（表示例：KL33-50T，0℃
の場合は-0T とする。） 
 

 

-2. 前-1.に加え，製造法承認時の試験において，附属

書 6.4.1-1.の規定に従いアンモニア適合性腐食試験を実

施し，アンモニア環境への適合性を確認した高マンガン

オーステナイト鋼には，材料記号の末尾に「A」を付す。

（表示例：KHM400A-196T- A） 
 

（新規） アンモニア耐食性が

確認された鋼板は材

料記号により識別す

る旨規定 

表 N6.3 設計温度が-55℃より低く，-165℃(2)までの貨物タンク，二次防壁及びプロセス用 
圧力容器用の板，形材及び鍛造品(1)。ただし，最大厚さ 25 mm(3),(4)とする。 

最低設計 
温度（℃） 

化学成分(5)及び熱処理 衝撃試験温度

（℃） 

-60 1.5%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し，焼入れ焼戻し

又は TMCP(6) 
-65 

-65 2.25%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し，焼入れ焼戻

し又は TMCP(6),(7) 
-70 

-90 3.5%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し，焼入れ焼戻し

又は TMCP(6),(7) 
-95 

-105 5%ニッケル鋼 - 焼ならし，焼ならし後焼戻し又は焼入れ焼戻

し (6),(7),(8) 
-110 

-165 9%ニッケル鋼 - 2 回焼ならし後焼戻し又は焼入れ焼戻し(6) -196 

決議 MSC 523(106) 
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注 

(1) 限界で使用する鍛造品の衝撃試験の規定は，本会の適当と認めるところによる。 

(2) 設計温度が-165℃より低い場合の要件は，特別に本会の承認を得なければならない。 

(3) 厚さが 25 mm を超える1.5%𝑁௜ , 2.25%𝑁௜ , 3.5%𝑁௜及び5%𝑁௜鋼については，衝撃試験を次のように実施しなければならない。 

材厚（mm） 試験温度（℃） 

25 ൏ 𝑡 ൑ 30 設計温度より 10℃低い温度 

30 ൏ 𝑡 ൑ 35 設計温度より 15℃低い温度 

35 ൏ 𝑡 ൑ 40 設計温度より 20℃低い温度 

40 ൏ 𝑡 ൑ 45 設計温度より 25℃低い温度 

45 ൏ 𝑡 ൑ 50 設計温度より 30℃低い温度 

 いかなる場合にも，試験温度は，表 N6.3 に示す温度よりも高いものであってはならない。 

 最小平均吸収エネルギー値は，試験片の寸法に応じて，表に定められた値以上としなければならない。厚さ 50 mm 以上の材料については，V ノッチシャ

ルピー値を特に考慮しなければならない。 

 厚さが 40 mm を超える場合，V ノッチシャルピー試験片は 6.3.2-2.の規定に加え，鋼材の表面から厚さの 1/2 の箇所と試験片の中心線とが一致するように

採取しなければならない。 

(4) 厚さ 25 mm を超える，9%𝑁௜鋼，高マンガンオーステナイト鋼，オーステナイト系ステンレス鋼及びアルミニウム合金の使用については，本会の適当と

認めるところによる。 

(5) 化学成分は，本会が適当と認める基準に従ったものでなければならない。 

(6) TMCP により製造された𝑁௜鋼は本会の適当と認めるところによる。 

(7) 焼入れ焼戻し鋼は，特に本会の承認を得て，さらに低い設計温度に対して使用することができる。 

(8) 特別な熱処理をした5%𝑁௜鋼（例えば 3 回熱処理したもの）は，衝撃試験を-196℃で行う場合に限り，本会の特別な承認を得て-165℃までの設計温度に対

して使用することができる。 

-165 オーステナイト系ステンレス鋼 
 - 例，304，304L，316，316L，321 及び 347 タイプ，固溶化処

理(9) 

-196 

-165 高マンガンオーステナイト鋼 - 熱間圧延及び制御冷却(11),(12) -196 

-165 アルミニウム合金(10) - 例，5083 タイプ 焼なまし 要求せず 

-165 オーステナイト𝐹௘-𝑁௜合金（36%ニッケル鋼） 
承認された熱処理 

要求せず 

引張及び衝撃試験要件 
試験頻度: 
板 
形材及び鍛造品 

ピースごとに試験 
ロットごとに試験 

じん性（V ノッチシャルピー衝撃試験）: 
板 
形材及び鍛造品 

横方向試験片，最小平均吸収エネルギー値（KV）27 J 
縦方向試験片，最小平均吸収エネルギー値（KV）41 J 
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(9) 衝撃試験は，本会の承認を得て省略することができる。 

(10) 5083 タイプ以外のアルミニウム合金については，じん性を確認するための試験を要求することがある。 

(11) 高マンガンオーステナイト鋼については，附属書 6.4.1-1.に定める基準に適合しなければならない。 

 
 
 

(12) 高マンガンオーステナイト鋼については，衝撃試験を省略することはできない。 

 
 

附属書 6.4.1-1. 極低温環境下で使用する高マンガン

オーステナイト鋼の適用に関する基準 
（新規） MSC.1/Circ.1599/Rev.3 

1.1 一般 （新規）  

1.1.1 適用範囲 （新規） 
Part 1 / 1 

本附属書は，規則 GF 編 6.4.12 及び規則 N 編 4.18 に

規定する設計条件に適合するため，極低温環境下におい

て高マンガンオーステナイト鋼を使用する貨物タンク

及び燃料タンクの設計及び建造に関する要件について

規定する。 

（新規）  

1.1.2 適用 （新規） 
Part 1 / 2 

-1. 本附属書に規定する要件は，規則 GF 編及び規則

N 編の要求事項を置き換えるものではない。本附属書

は，規則 GF 編及び規則 N 編に規定する要件に準拠し

た貨物タンク及び燃料タンクの設計及び製造における

高マンガンオーステナイト鋼の使用について補完する

ことを目的とする。 
(1) 規則GF編及び規則N編で認められている場合，

次の貨物及び/又は燃料に適用する。 
(a) アンモニア（無水） 
(b) ブタン（すべての異性体）  

（新規）  
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(c) ブタン-プロパン混合物 
(d) 二酸化炭素（純度の高いもの及び純度の低い

もの） 
(e) エタン 
(f) エチレン 
(g) メタン（LNG） 
(h) ペンタン（すべての異性体） 
(i) プロパン 

(2) 厚さ 6 mm から 40 mm の熱間圧延鋼板に適用す

る。 
(3) 規則 N 編 17.12.2(2)に規定する溶接後残留応力

除去のための熱処理は，アンモニアを積載する

貨物タンク及び又は燃料タンクには適用しな

い。 
-2 貨物タンク及び燃料タンクに使用する高マンガ

ンオーステナイト鋼は，本附属書の要件に適合するこ

と。 

（新規）  

1.1.3 定義 （新規） 
Part 1 / 3 

-1. 高マンガンオーステナイト鋼とは，大気中及び使

用温度においてオーステナイト単相組織を有する，マン

ガンを多量に含んだ鋼をいう。 

（新規）  

-2. アンダーマッチ継手とは，溶接金属の降伏点又は

引張強度が，母材より低い溶接継手をいう。 
 

（新規）  

1.2 材料仕様書と試験要件 （新規）  

1.2.1 材料仕様書 （新規） 
Part 2 / 4 
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-1. 本会に材料仕様書を提出し，承認を得なければな

らない。材料の試験要件及び判定基準は，1.4 に従うこ

と。 

（新規）  

-2. 鋼材は細粒キルド鋼とすること。すべての材料

は，熱間圧延及び，必要に応じてその後の制御冷却によ

り製造するものとし，圧延比は 3 以上とすること。その

他の熱処理は，本会の適当と認めるところによる。 

（新規）  

-3. 高マンガンオーステナイト鋼の品種は，厚さ 6 
mm から 40 mm の鋼板とする。厚さが 40 mm を超える

鋼板及び鋼板以外の品種については，本会が適用と認め

るところによる。 

（新規）  

1.2.2 化学成分 （新規） 
Part 2 / 5 

高マンガンオーステナイト鋼の化学成分は，表 1 に掲

げる規格，ASTM A1106/A1106M-17，ISO 21635:2018 等の

規格に適合すること。 
 

（新規）  

表 1 高マンガンオーステナイト鋼の化学成分 
 化学成分（%） 

C Si Mn P S Cr Cu B N 

高マンガン 
オーステナイト鋼 

0.35 
~ 

0.55 

0.10 
~ 

0.50 

22.50 
~ 

25.50 

0.03 
以下 

0.01 
以下 

3.00 
~ 

4.00 

0.30 
~ 

0.70 

0.005 
以下 

0.050 
以下 

（備考） 全 Al の含有量が 0.03%以上である場合又は酸可溶性 Al の含有量が 0.025%以上である場合，Si の含有量は

0.10%未満としても良い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.2.3 機械的特性 （新規） 
Part 2 / 6 

高マンガンオーステナイト鋼の母材の機械的特性は，

規則 GF 編及び規則 N 編の関連する要件及び ISO 
（新規）  



  

「高マンガンオーステナイト鋼の適用」 新旧対照表 
新 旧 備考 

 

12/27 

21635:2018 又は表 2 に規定する ASTM A1106/A1106M-17
等の化学成分に適用される規格に適合すること。また，

1.4 に規定する材料の試験要件及び判定基準に従い，適

合性を文書化すること。 
 

表 2 高マンガンオーステナイト鋼の母材の機械的性質 
最小降伏応力（N/mm2） 引張強さ（N/mm2） 最小伸び（%) 

400 以上 800 ~ 970 22 以上 

（備考） 規則 GF 編表 GF7.3 又は規則 N 編表 N6.3 に規定する衝撃試験に関する要件に留意すること。 
 

 
 
 
 
 

1.2.4 金属材料の溶接及び非破壊検査 （新規） 
Part 2 / 7 

金属材料の溶接及び非破壊試験は，規則 GF 編 16 章

又は規則 N 編 6 章に従うこと。また，1.4 を参照するこ

と。溶接継手の降伏応力及び引張強さの最小値は，表 3
に掲げる典型的な規格値に適合すること。 
 

（新規）  

表 3 溶接継手の典型的な機械的性質 
引張試験特性 

最小降伏応力（N/mm2） 最小引張強さ（N/mm2） 最小伸び（%) 

400 以上 660 以上 22 以上 

（備考） 規則 GF 編表 GF7.3 又は規則 N 編表 N6.3 に規定する衝撃試験に関する要件に留意すること。 
 

 
 
 
 
 
 

1.2.5 材料試験と許容基準 （新規） 
Part 2 / 8 

材料試験及び判定基準は，規則 GF 編 16 章又は規則

N 編 6 章，並びに 1.4 に従うこと。また，1.4 に規定す

る材料試験要件及び判定基準に従って，適合性を文書化

すること。 

（新規）  

1.2.6 製造者承認手続き （新規） 
Part 2 / 9 

製造者の承認は，規則 GF 編 16.1.1 又は規則 N 編 6.2.2 （新規）  
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に従い，本会が規定する要件に適合すること。 
 
1.3 設計への適用 （新規） Part 3 / 10 

1.3.1 一般 （新規） 
Part 3 / 10.1 

-1. 荷重条件及び設計条件は，規則 GF 編 6.4.12 又は

規則 N 編 4.18 に従うこと。 
（新規）  

-2. 規則 GF 編 6.4.15，規則 N 編 4.21 から 4.23 に規

定する安全係数の設定については 
「オーステナイト鋼」に対して規定した安全係数を，

高マンガンオーステナイト鋼の母材及び溶接継手に適

用する。 

（新規）  

1.3.2 最終設計条件 （新規） 
Part 3 / 10.2 

高マンガンオーステナイト鋼は，通常，アンダーマッ

チ継手となることに注意すること。従って，降伏応力，

引張強さの設計値は，1.2.3 に規定する母材及び溶接継

手に対する機械的性質に従う必要がある。これに加え，

規則 GF 編 16.3.3-5.(1)又は規則 N 編 4.18.1(3)(b)に規定

するアンダーマッチ継手に関する要件に従うこと。 

（新規）  

1.3.3 座屈強度 （新規） 
Part 3 / 10.3 

-1. 座屈強度解析は，公認規格に基づいて実施するこ

と。規則 GF 編 6.4.1-6.又は規則 N 編 4.3.4 に規定する荷

重を考慮すること。規則GF編 16.4.2又は規則N編 6.6.2-
1.に従い，設計公差を適切に考慮し，強度評価に含める

こと。 

（新規）  

-2. 浸水荷重ケースの判定基準は，他の座屈荷重ケー

スとは異なることに注意すること。なお，規則 GF 編及

（新規）  
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び規則 N 編に規定する浸水荷重ケースの判定基準は異

なっており，規則 GF 編 6.4.1.-6.(3)(c)においては，安全

な退船のため，浸水後もタンクは完全性を維持する旨規

定する一方，規則 N 編 4.3.4(3)(c)においては，船体の完

全性を危険に曝すことのみに規定している点に配慮す

ること。 

1.3.4 疲労設計要件 （新規） 
Part 3 / 10.4 

母材及び溶接継手の設計疲労曲線は，DNVGL-RP-
C203 Fatigue design of offshore steel structures に規定され

る D 曲線（表 4 参照）及び IIW 1823-07 Recommendations 
for fatigue design of welded joints and components に規定さ

れる FAT 90（図 1 参照）で示されているように，認知さ

れた S-N 曲線との比較として文書化されている。疲労試

験は，突合溶接継手に対してのみ実施されている。他の

詳細，他の S-N 曲線の適用については，本会が適当と認

めるところによる。規則 GF 編 6.4.12(2)(d)及び規則 N
編 4.18.2-4.(2)においては，設計 S-N 曲線は，最終破壊ま

での実験データの平均値から 2 倍の標準偏差を差し引

いて求めた下限線で，97.6 %残存確率に基づいたものと

する旨規定されている。 

（新規）  
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表 4 （大気中の S-N 曲線）：高マンガンオーステナイト鋼は， 
構造的応力集中部がない溶接継手において D 曲線と同等かそれ以上であることが実証されている。 

 
 

 

図 1 高マンガンオーステナイト鋼に対する参考 S-N 曲線は FAT 90 曲線とする。 
FAT 90 曲線は，構造的応力集中部がない溶接継手に対するものである。 
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1.3.5 破壊力学解析 （新規） 
Part 3 / 10.5 

1. 二次防壁に関する要件が軽減された貨物タンク

又は燃料タンクは，規則 GF 編及び規則 N 編に従い破

壊力学に基づく解析を実施すること。 

（新規）  

-2. 破壊じん性に関する特性は，本会が適当と認める

規格に従うこと。適用する材料によっては，タンクシス

テムに想定される負荷速度に近い状態により決定され

た破壊じん性を求めること。疲労き裂伝播速度は，関連

する使用条件について，タンクに使用する材料及びその

溶接継手について文書化すること。一般に認められてい

る破壊力学的手法を用い，疲労き裂進展速度及びき裂先

端における応力度の変化量ΔK を関連付けることによ

り，当該特性を示すこと。疲労き裂進展速度のパラメー

タの選択を確立する際には，静的荷重によって生じる応

力の影響を考慮すること。 

（新規）  

-3. 非常に高い静的荷重が要求される用途では，延性

破壊解析等の別の方法を検討すること。 
（新規）  

-4. 極低温におけるき裂先端開口変位（CTOD）の典

型的な値の例を図 2 に示す。 
（新規）  

-5. 破壊力学解析は，規則 GF 編 6.4.15.-2(3)(c)及び規

則 N 編 4.22.4 に基づき二次防壁が軽減された独立タン

クタイプ B に要求される。疲労特性及び亀裂伝播特性へ

の適合を示すため，他のタンクタイプについても破壊力

学解析が必要となる場合がある。破壊力学に基づく解析

で使用される CTOD 値は，材料がその用途に適合して

いることを確認するために，解析すべき重要な特性であ

ることに注意すること。 

（新規）  
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図 2 -165℃における CTOD 試験の典型的な値の例 
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1.3.6 溶接 （新規） 
Part 3 / 10.6 

-1. 溶接は，規則 GF 編 16.3 又は規則 N 編 6.5 に従

い，本会が満足するように実施されなければならない。 
（新規）  

-2. 溶接は，次の点を考慮すること。 
(1) 製造時の入熱量を低減することを目的として以

下を考慮すること。 
(a) フラックスコアードアーク溶接により施工

する場合は，初層溶接に特に注意を払うこ

と。 
(b) 溶接姿勢が立向の場合の溶接入熱量は，最大

30 kJ/cm を標準とすること。 
(2) 溶融金属とノズルとの間の距離は，溶融池近傍

からの酸素の含有量を低減するために最小に保

つこと。 
(3) フラックスコアードアーク溶接のシールドガス

の組成は，通常，アルゴンと二酸化炭素の混合比

が 4:1 の混合ガスとすること。 
(4) 有害な溶接ヒュームへの暴露を減らすため，適

切な換気を行うこと。 

（新規）  
 
 
 
 
 
下向溶接の溶接入熱

量は立向溶接よりも

小さいため，立向溶接

の場合について規定

する。 

1.3.7 非破壊試験（NDT） （新規） 
Part 3 / 10.7 

NDT の範囲は，規則 GF 編 16.3.6 又は規則 N 編 6.5.6
に従うこと。NDT の手順は，本会が適当と認める公的規

格に従うこと。高マンガンオーステナイト鋼の場合，オ

ーステナイト鋼に対し一般的に適用される適当な NDT
の手順を採用すること。 
 

（新規）  
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1.3.8 耐腐食性 （新規） 
Part 3 / 10.8 

腐食防止及び腐食環境を回避するために適切な措置

を講じること。特に，LNG 燃料タンクについては，稼働

していない期間は，タンク内が不活性ガス又は乾燥空気

で充填されていることを保証するために，常時，適切な

予防措置を講じること。 

 

（新規）  

1.4 高マンガンオーステナイト鋼の材料試験要件と

判定基準 
（新規） MSC.1/Circ.1599/Rev.3 

APPENDIX 1 

1.4.1 一般 （新規） 
 

-1. 母材に対する試験項目及び判定基準は表 5 に従

うこと。 
（新規）  

-2. 溶接継手（熱影響部（HAZ）を含む）の試験項目

及び判定基準は表 6 に従うこと。 
 

（新規）  

表 5 母材に対する試験項目及び判定基準 
試験項目 概要 判定基準 

1.1 化学成分 
ASTM A1106/A1106M-17 又は ISO 21635:2018 等の

国家規格又は国際規格に従うこと。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

1.2 ミクロ組織 
規則 GF 編 16.2.4 及び規則 N 編 6.3.4 に従い，

ASTM E112 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。 

 結晶粒度，析出物等の微細構造につ

いて報告すること。 
 本試験結果は参考として扱う。 

1.3 引張試験 
規則 GF 編 16.2.1 及び規則 N 編 6.3.1 に従うこと。

供試材は，異なる組成の 3 つの溶鋼から採取し，

室温と極低温の両温度で試験を実施すること。 

 降伏応力，引張強さ及び伸びは，

ASTM A1106/A1106M-17 又 は ISO 
21635:2018に従った化学成分（附属書

6.4.1-1., 1.1.2-1.参照）に適用される国

家規格又は国際規格に従うこと。 

1.4 V ノッチ 規則 GF 編 16.2.2 及び規則 N 編 6.3.2 に従うこと。  規則 GF 編表 GF7.3 及び規則 N 編表
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シャルピー衝撃試験 N6.3 に従うこと。ただし，衝撃試験

は省略してはならない。 

1.5 歪時効 
シャルピー衝撃試験 

ASTM E23 等の国家規格又は国際規格に従うこと。 
 規則 GF 編 16.2.2 及び規則 N 編表

N6.3 に従うこと。ただし，衝撃試験

は省略してはならない。 

1.6 落重試験 
ASTM E208 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。試験は-196℃で実施すること。 
 適用する規格に定められた試験温度

において破断しないこと。 

1.7 疲労試験（S-N 曲線） 
規則 GF 編 6.4.12.(2)(d)及び規則 N 編 4.18.2.-4.(2)
に従い，S-N 曲線を設定すること。 

 IIW 又は DNVGL-RP-C203 に規定され

る S-N 曲線と同等以上の最小疲労強

度を持つこと。 

1.8 CTOD（き裂先端開口

変位）試験 
ASTM E1820，BS 7448，ISO 12135 等の国家規格又

は国際規格に従うこと。 

 CTOD の最小値は，設計条件に従った

室温及び極低温での試験に関する設

計仕様に従うこと。 
 CTOD の最小値は 0.2 mm を標準とす

る。 

1.9 腐食試験 
本会の適当と認める家規格又は国際規格に従うこ

と。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

1.9.1 粒界腐食試験 
ASTM A262 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

1.9.2 一般腐食試験 
ASTM G31 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

1.9.3 応力腐食割れ試験 
ASTM G36 や ASTM G123 等の国家規格又は国際規

格に従うこと。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

1.9.4 アンモニア適合性腐

食試験 
アンモニアを積載する場合，適合性を確認するた

め，1.5 に従い追加の試験を実施すること。 
 1.5 に規定する許容基準に従うこと。 

 

 
表 6 溶接継手に対する試験項目及び判定基準 

試験項目 概要 判定基準 

2.1 ミクロ試験 
規則 GF 編 16.2.4 及び規則 N 編 6.3.4 に従い，

ASTM E112 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。 

 参考として報告すべき結晶粒度，析

出物等の微細構造について報告する

こと。 
 本試験結果は参考として扱う。 

2.2 硬さ試験 
規則 GF 編 16.2.4 及び 16.3.3.-4.(5)，規則 N 編 6.3.4
及び 6.5.3-4.(5)に従い，ISO6507-1 等の国家規格又

は国際規格に従うこと。 
 本試験結果は参考として扱う。 
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2.3 継手引張試験 

アンダーマッチ継手として，規則 GF 編 16.3.3.-
5.(1)及び規則 N 編 6.5.3.-5.(1)に従うこと。また，

ASTM E8/E8M の等の国家規格又は国際規格に従

うこと 

 規則 GF 編 6.4.12.(1)(a)iii)及び規則 N
編 4.18.1.(3)(b)に従うこと。 

2.4 V ノッチシャルピー

衝撃試験 
規則 GF 編 16.2.2 及び 16.3.3.-4.(4)，規則 N 編 6.3.2
及び 6.5.3.-4.(4)に従うこと。 

 規則 GF 編 16.3.3.-5(3)及び規則 N 編

6.5.3.-5(3)に従うこと。 

2.5 CTOD（き裂先端開口

変位）試験 

ASTM E1820，BS 7448，ISO 12135 等の国家規格又

は国際規格に従うこと。 
 CTOD の最小値は，設計条件に従った

室温及び極低温での試験に関する設

計仕様に従うこと。 
 目安として，CTOD の最小値は 0.2 mm
を標準とする。 

2.6 延性破壊靭性試験，

JIc 

ASTM E1820，ISO 15653 等の国家規格又は国際規

格に従うこと。延性破壊靭性試験は，本会が適当

と認める場合，省略することができる。 

 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

2.7 曲げ試験 
規則 GF 編 16.2.3 及び規則 N 編 6.3.3.に従うこと。  規則 GF 編 16.3.3.-5.(2)及び規則 N 編

6.5.3.-5.(2)に従い，180 度曲げた状態

で傷，割れ等が生じないこと。 

2.8 疲労試験（S-N 曲線） 
規則 GF 編 6.4.12.(2)(d)及び規則 N 編 4.18.2.-4.(2)
に従い，S-N 曲線を設定すること。 

 IIW 又は DNVGL-RP-C203 に規定され

る S-N 曲線と同等以上の最小疲労強

度を持つこと。 

2.9 腐食性試験 
本会の適当と認める家規格又は国際規格に従うこ

と。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

2.9.1 粒界腐食試験 
ASTM A262 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

2.9.2 一般腐食試験 
ASTM G31 等の国家規格又は国際規格に従うこ

と。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

2.9.3 応力腐食割れ（SCC）
試験 

ASTM G36 及び ASTM G123 等の国家規格又は国際

規格に従うこと。 
 本会の適当と認める国家規格又は国

際規格に従うこと。 

2.9.4 アンモニア適合性腐

食試験 
アンモニアを積載する場合，適合性を確認するた

め，1.5 に従い追加の試験を実施すること。 
 1.5 に規定する判定基準に従うこと。 
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1.5 アンモニアを積載する場合の追加の適合性試験 （新規） MSC.1/Circ.1599/Rev.3 
APPENDIX 2 

1.5.1 一般 （新規） 
 

試験は ASTM B858 等の国家規格又は国際規格に従う

こと。当該規格は銅合金を対象とした規格であり，高マ

ンガンオーステナイト鋼は適用対象外である。従って，

次の追加の標準試験を実施すること。 

（新規）  

1.5.2 試験 （新規） 
 

-1. 試験片は ISO 7539-2 及び ISO 16540 に従って作製

すること。試験片は，試験前に 4 点曲げ試験により，一

定のひずみ下で曲げ変形を与えること。供試材の合計最

大ひずみは，大気温度における材料の降伏応力に等しく

すること。加えられたひずみを測定するために，ひずみ

ゲージを使用すること。溶接された試験片の場合，ひず

みゲージは溶接継手の両側に取り付けること。供試材

は，試験中その形状を維持するよう拘束すること。詳細

は試験片の準備に関する要件中に規定する。 

（新規）  
 

-2. 次のアンモニア環境下において，合計 36 個の試

験片（それぞれのアンモニア環境下において，3 つの溶

接継手及び 3 つの母材に対する試験片）を，次の 4 つの

アンモニア環境下に 30 日間，浸漬及び暴露すること。 
(1) 液相アンモニア環境，アンモニアの沸騰温度よ

りわずかに低い温度，例えば-33.5℃，大気圧で，

次の液体アンモニア組成のアンモニアを冷却す

ることにより得られる環境： 
(a) 0.1 質量％の水と 2.5 ppm の酸素 
(b) 2.5 ppm の酸素 

（新規）  
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(2) 常温（25℃）及び大気圧での気相アンモニア環境

で，次の気体アンモニア組成から得られる環境： 
(a) 純アンモニア（99.99 %以上） 
(b) 0.9 体積%の酸素と 99.1 体積%のアンモニ

ア 
(3) -20℃及び大気圧での気相アンモニア環境で，次

の気体アンモニア組成から得られる環境： 
(a) 純アンモニア（99.99 %以上） 
(b) 0.9 体積%の酸素と 99.1 体積%のアンモニ

ア 
-3. 応力腐食割れ試験は，ISO 7539 及び ISO 16540 の

要求事項に準拠して実施すること。 
（新規）  

-4. 試験報告書は，ISO 16540 に準拠し，すべての手

順，設定データ，試験及び環境に関する情報を記載し，

次を含めること。 
(1) 試験片の方向，種類及び寸法 
(2) 材料の概要 

(a) 母材の化学成分及び引張特性 
(b) 溶接材料の化学成分及び引張特性 
(c) 溶接の種類，溶接金属及び熱影響部の硬さ 

(3) 4 点曲げ試験の設定データ 
(4) 目標応力及びたわみ量 
(5) ひずみ測定手順 
(6) 負荷手順 
(7) 試験環境（温度，水分及び酸素含有量並びに pH） 

（新規）  

1.5.3 判定基準 （新規） 
 

浸漬後及び暴露後，適切な倍率の光学顕微鏡により，

すべての試験片に対し応力腐食割れの有無について検

（新規）  
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査すること。試験報告書には，割れの位置及び数を明記

し，必要に応じて蛍光浸透探傷試験を実施し，結果を記

載すること。溶接継手を評価する場合，割れの位置が，

母材，溶接部又は HAZ のいずれの位置にあるかを明記

すること。表面き裂が観察されない場合は，異なる 2 箇

所を縦方向に切断し，適切な倍率で断面検査を行うこ

と。孔食の有無と最大深さを報告すること。試験後，試

験結果を提出し，本会の承認を得ること。 

1.5.4 負荷に使用するジグ （新規） 
 

試験片に一定のたわみを加えるため，図 3 に規定する

外側ローラー間隔 85 mm の耐食合金製の治具を使用す

ること。望ましくない電解腐食を避けるため，試験片は

セラミック製ローラーにより電気的に絶縁すること。 
 

（新規）  

図 3 4 点曲げジグの形状 

 
 

（新規）  

1.5.5 試験片の準備 （新規） 
 

-1. 試験片は厚さ 40 mm の熱間圧延鋼板から加工し （新規）  
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たもので，溶接後熱処理は施さないこと。曲げ試験片の

外半径側は，熱間圧延鋼板の元の面とすること。試験前

に曲げ加工を施し，タンク内でアンモニアに曝される表

面は無加工の面とすること。 
-2. 4 点曲げ試験片は，図 4 に示すように，片面が溶

接されたままの状態で溶接試験片を試験する場合を除

き，一様な長方形断面で厚さが一様な平板とすること。

観察は，40 mm の熱間圧延鋼板の元の面（溶接試験片の

場合は最終層）に対し実施する。溶接継手の場合，試験

は最終層のビードに対し実施する。 
 

（新規）  

図 4 4 点曲げ試験片（母材及び溶接継手） 

 
 

 

1.5.6 たわみの測定 （新規） 
 

-1. 引張側の面の中心におけるたわみを測定するた

め，ダイヤルゲージを取り付けること。試験荷重は，要

求される降伏応力レベルとし，試験中，形状を維持する

ように試験片を拘束すること。たわみ量 𝑌は，ISO 16540
に従い次の式によること。 
 

𝑌 ൌ
ሺ3𝐻ଶ െ 4𝐴ଶሻ𝜎

12𝐸𝑡  

（新規）  
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-2. ここで，𝜎は応力（この場合は降伏応力），𝐸は弾

性係数，𝑡は試験片の厚さ，A は内側支持と外側支持の間

の距離，𝐻は外側の支持間の距離である。4 点曲げ試験

に先立ち，厚さ 40mm の板の一軸引張試験を行い，必要

なたわみ量の計算に用いる降伏応力を決定すること。溶

接試験片に対する試験を簡略化するため，母材と同じた

わみ量とすること。 

（新規）  
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船用材料・機器等の承認及び認定要領 船用材料・機器等の承認及び認定要領  

附属書 1.3 高マンガンオーステナイト鋼の 
製造方法の承認要領 

附属書 1.3 高マンガンオーステナイト鋼の 
製造方法の承認要領 

 

1.4 承認試験 1.4 承認試験  

1.4.3 試験の詳細 1.4.3 試験の詳細 
 

-4. 製造者の申出によりアンモニア適合性腐食試験

を実施する場合にあっては，鋼船規則 N 編附属書 6.4.1-
1.中 1.5 に従うこと。 

-4. 製造者の申出によりアンモニア適合性腐食試験

を実施する場合にあっては，MSC.1/Circ.1599/Rev.2 に従

うこと。 
 

Circ.1599 を N 編に取

入れたことによる参

照先の修正 

附  則 
 

1. この改正は，2026 年 1 月 1 日から施行する。 

 

 


